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１． 16 年 9 月中間期の連結業績（平成16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績                                                          （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

４８，０１３       7.6 
４４，６２２      12.4 

１，８３４     121.1 
８２９    △55.5 

１，５４５   － 
１１６  △88.9 

16 年 3 月期 ９２，００５     ２，４４１   ９４６    
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％       円  銭       円  銭 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

４４９     773.6 
５１    △89.6 

３．１２ 
０．３６ 

― 
― 

16 年 3 月期 ６５４ ４．５４ ― 
(注)①持分法投資損益  16 年 9 月中間期 △105 百万円 15 年 9 月中間期 △108 百万円 16 年 3 月期 △218 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 
 16 年 9 月中間期  143,974,217 株    15 年 9 月中間期  143,981,570 株   16 年 3 月期 143,979,764 株 

    ③会計処理の方法の変更   無  
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円             ％ 円 銭 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

１１１，４５３ 
１１２，４２６ 

１９，９０６ 
１８，４５０ 

１７．９ 
１６．４ 

１３８．２６ 
１２８．１５ 

16 年 3 月期 １１３，３７５ １９，４８３   １７．２   １３５．３３ 
(注)期末発行済株式数（連結） 
 16 年 9 月中間期  143,972,253 株    15 年 9 月中間期  143,979,187 株   16 年 3 月期  143,975,879 株 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

２，３８１ 
１，９５５ 

△  ４４０ 
△１，０５０ 

△３，２４８ 
△２，０１１ 

６，１８２ 
７，０４２ 

16 年 3 月期 ５，２９１ △１，２３６ △４，７５７ ７，４０２ 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 15 社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 3 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) 1 社 (除外) 0 社    持分法 (新規) 0 社 (除外) 0 社 
 
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
                     百万円                   百万円                    百万円 

通   期 ９７，０００ ３，２００ １，２００ 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   ８円３３銭 
 
  上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ 
て予想数値と異なる場合があります。 
  なお、上記予想に関する事項は、添付資料 6ページをご参照下さい。 



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

ば ね 事 業

ヒューマン電機（株）    ※１

MSM CEBU,INC.    ※１

MSM MANILA,INC. ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司　※１ 製   品

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品 ・ 半 製 品

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原
材
料

北海製鉄(株)  ※２  

機器装置事業 製   品

三菱長崎機工(株)  ※１ 製   品

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業

菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

当

社
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経 営 方 針 

 

 

１．経営の基本方針及び重点施策 

当グループは、変化の激しい経営環境下において、「企業競争力の強化」、「財務体質の改善」及

び「透明性の高い健全な経営」を重要課題と認識し、継続的に成長する企業体質を構築すること

を経営の基本方針としております。そのため「変革」をキーワードに、挑戦し続ける新たな企業

文化を創造してまいります。この経営方針に基づき収益向上のための構造改革及び高付加価値製

品の開発・育成を図ってまいります。各事業ごとの重点施策は以下のとおりです。 

 

［ばね事業］ 

顧客のグローバル調達への対応を図るため、海外拠点への連携・支援を一層強化してまいりま

す。また、高応力ニーズに対応した自動車用巻ばね・スタビライザ、建設機械用太巻ばね等新製

品の拡販を行うとともに、板ばねの東南アジアへの生産移管、スタビライザ・巻ばねの国内生産

ライン能率向上等最適生産を追求し収益改善を推進してまいります。また、中国・フィリピン・

タイにある海外子会社との連携を強化して、コスト競争力を向上させ IT 分野を中心とした精密部

品の拡大と収益の向上を図ってまいります。 

 

［素形材事業］ 

 一般鋳造品及び一般鍛造品は拡販及び子会社を含めた収益改善を引き続き進め、精密鋳造品は

海外移転(素材作りから機械加工までの一貫体制)によりコスト競争力を強化して事業及び収益の

拡大を図ってまいります。また、粉末は付加価値を高める応用製品の早期事業化を図ってまいり

ます。 

 

［特殊鋼鋼材事業］ 

 鋼種統合を更に進め少量多品種の生産体制を改め効率化によるコストダウンを図ってまいりま

す。 

 

［機器装置事業］ 

 採算重視の営業活動と更なるコスト削減により利益率の向上を図るとともに、鍛圧機械を中心

に中国をはじめとする海外市場開拓の加速により収益拡大を目指してまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 利益配当につきましては、会社経営の最重要事項の一つと認識し、収益改善及び経営基盤の強

化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であります。 
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３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況等 

当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け、「取締役会制度と監査役制度の機能強化」と「経

営会議による業務執行の審議並びに法令遵守・危機管理強化」に重点をおいております。 

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社外取締役と

して経営監督機能の強化を図っております。当社は取締役会をグループ全体の戦略意思決定の場

と位置づけて、経営の基本方針、法令・定款で定められた事項、その他経営に関する重要事項を

決定するとともに、取締役の業務の執行を監督しております。また、取締役、事業部長、経営支

援部門各部長等を構成メンバーとした経営会議を原則毎週定例的に開催(必要に応じて臨時にも

開催)し、重要な業務の執行、法令遵守、危機管理について審議し、対応しております。なお、重

要案件については顧問弁護士のサポートを受けながら法律面及び企業倫理面のチェックを適宜行

い、法令遵守体制の強化に努めております。 

監査役については、監査役会で決められた監査の方針、業務の分担に基づきそれぞれ法令遵守、

危機管理を含め、グループ全体の監査を行っております。なお、監査役は取締役会、経営会議等

の重要会議へ出席し、必要に応じ意見を述べております。社外監査役は現在２名であります。 

今後とも経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、ホームページ上で

当社の経営状況を積極的に公開し、株主・投資者に対するＩＲ活動を積極的に進めてまいる所存

であります。 

当社のコーポレート・ガバナンスの体制は次のとおりです。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

     株 主 総 会 

取 締 役 会 

  取締役 12 名 

  うち社外取締役２名 

・経営の意思決定・監督 

監 査 役 会 

  監査役３名 

  うち社外監査役２名 

・業務監査（会計監査を含む）

監督 

    経営会議  

  取締役社長 

  取締役 

  事業部長、支社長 

  経営支援部門各部長等 

  ・重要な業務執行 

  ・法令遵守 

  ・危機管理 

選任・解任 選任・解任 

監査 

選任・解任 

監 査 法 人 

 

・会 計 監 査 

監査 
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経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

                    

 
売上高 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

中間純利益 

（百万円） 

１株当たり 

 中間純利益（円） 

平成 17 年３月期中間 48,013 1,545 449 3.12 

平成 16 年３月期中間 44,622   116  51 0.36 

増収・増益額  3,391 1,429 398  

 

 (1)当上半期における取り組み 

 当上半期におきまして当グループは、構造改革を一層推進し、企業体質の強化を図りました。

具体的な施策としては以下のものを中心に、競争力の強化と収益の確保に努めました。 

【生産面】 

・生産効率の改善及び海外生産拡大によるコスト低減 

【営業面】 

・原材料高騰に対応するための売価改善による収益確保 

・新規顧客開拓による販路拡大 

 

 また事業の将来を見据え、次に当グループの柱とすべき事業の育成にも取り組み、新製品の開

発と精密ばねモジュール製品の拡充を目指しヒューマン電機株式会社の買収等を推進いたしまし

た。 

 

 (2)業績 

当中間期の連結売上高につきましては、関連業界の堅調な需要及び積極的な拡販努力により各

事業とも売上げを伸ばし、全体で 480 億１千３百万円と、前年同期比 7.6％、33 億９千１百万円

の増収となりました。 

損益面におきましては、拡販効果とコスト改善により、連結経常利益は 15 億４千５百万円と、

前年同期比 14 億２千９百万円の増益となりました。また、保有する株式の時価下落による投資有

価証券評価損６億９千２百万円及び海外連結子会社の出資先である英国ばね関連会社の業績悪化

に伴い出資持分について減損処理をしたことによる関連事業損失３億４千２百万円を特別損失に

計上する一方、保有する投資有価証券の一部を売却し、売却益５億４千３百万円を特別利益に計

上いたしました。更に法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主損益を計上し

た結果、連結中間純利益は４億４千９百万円と、前年同期比 8.7 倍、３億９千８百万円の増益と

なりました。 
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(3)セグメント別状況 

                          

売上高（百万円） 
 

平成 16年３月期中間 平成 17 年３月期中間 増収率 

ば ね 事 業 16,677 16,974  1.8％ 

素形材事業  7,439  8,025  7.9％ 

特殊鋼鋼材事業 16,242 18,577 14.4％ 

機器装置事業  3,465  3,920 13.1％ 

その他の事業  3,404  3,497  2.7％ 

小   計 47,228 50,995  

消   去   △  2,606   △  2,981  

合   計 44,622 48,013  7.6％ 

 

［ばね事業］                              

乗用車用巻ばねは新規顧客への拡販もあり増加しましたが、トラック用板ばねは主要顧客の需

要減により売上げは減少しました。太巻ばねは、中国向け建設機械の需要が金融引締めの影響に

より急減したものの、北米・欧州等の輸出需要が好調に推移したことに伴い、売上げが増加しま

した。精密ばねは、携帯電話用ヒンジの拡販により、売上げが増加しました。その結果、ばね事

業全体としては前年同期比 1.8％の増収となりました。 

 

［素形材事業］                            

一般鋳造品及び一般鍛造品は、建設機械向けは好調でしたが特殊加工品用の受注減により売上

げが減少しました。精密鋳造品は、ターボ関連部品及びプリンター部品の需要増で大幅に売上げ

が増加しました。精密鍛造品及び粉末製品は自動車の好調を受けて売上げが増加しました。磁気

製品はＯＡ機器等の需要増で売上げが増加しました。その結果、素形材事業全体としては前年同

期比 7.9％の増収となりました。 

 

［特殊鋼鋼材事業］                  

国内販売は輸出用建設機械及びその関連顧客向けの旺盛な需要に支えられ売上げが増加しまし

た。その結果、特殊鋼鋼材事業全体としては前年同期比 14.4％の増収となりました。 

 

［機器装置事業］ 

鍛造プレス及び回転鍛造機等の鍛圧機械が国内外向けで大きく伸長するとともに、鉄構品も堅

調に推移し、前年同期比 13.1％の増収となりました。 

 

［その他の事業］ 

その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、前年同期比 2.7％の増収となりました。 
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今後の見通しといたしましては、景気に緩やかな回復の動きが見られるものの、原材料の高騰

や為替相場の変動に加え、海外の景気動向等不透明な部分もあり、当グループを取り巻く経営環

境は厳しい状況が続くものと予想されます。当グループといたしましては、グループ全体で引き

続き収益改善に努めてまいります。 

平成 16 年度の業績につきましては、連結売上高 970 億円、連結経常利益 32 億円、連結当期純

利益 12 億円の見通しであります。なお、期末配当金につきましては、１株当たり 50 銭増配の２

円を予定しております。 

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。 

 

２．財政状態 

 当上半期のキャッシュ・フローにつきましては、売上増に伴う売掛債権及びたな卸資産の増加

並びに法人税等の支払いなどがありましたものの、税金等調整前中間純利益 10 億５千４百万円、

減価償却費 21 億４千８百万円等により、営業活動によるキャッシュ・フローは 23 億８千１百万

円を確保することが出来ました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等によ

り４億４千万円の減少となり、また財務活動によるキャッシュ・フローは、財務体質改善のため

引き続き借入金の圧縮に努めたため 32 億４千８百万円減少いたしました。なお、当上半期末の借

入金残高は、短期・長期を合計して 576 億１千３百万円となり、前期末比 28 億７千２百万円、前

年同期末比 56 億１百万円削減いたしました。今後とも借入金の圧縮を図り、来年度末には債務償

還年数 10 年以下を目指してまいります。 

 以上の結果、キャッシュ・フロー全体として 12 億２千万円の資金の減少となりました。 

また、総資産につきましては引き続き圧縮に努め、前期末より 19 億２千２百万円減少(前年同

期末比で９億７千３百万円減少)し、一方、株主資本は、その他有価証券評価差額金の減少があり

ましたが、利益剰余金等の増加により前期末に比較して４億２千３百万円増加(前年同期末比で

14 億５千６百万円増加)しました。その結果、株主資本比率は前期末と比較して 0.7％改善(前年

同期末比で 1.5％改善)し、17.9％となりました。 

 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

 平成 16 年 

３月期中間 

平成 17 年 

３月期中間 

株主資本比率（％） 16.4 17.9 

債務償還年数（年） 16.2 12.1 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 3.3  4.9 

  （注）株主資本比率：株主資本／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     ・債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額にするため２倍 

      しております。 



（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前      期

( 15．4～15．9 ) ( 16．4～16．9 ) ( 15．4～16．3 )

 44,622  48,013  3,391  92,005 

(   43,792 ） (   46,179 ） (△ 2,387 ） (   89,564 ）

 37,983  40,229 △ 2,246  77,961 

 5,809  5,950 △ 141  11,603 

 829  1,834  1,005  2,441 

(   238 ） (   405 ） (   167 ） (   425 ）

受取利息及び配当金  85  84 △ 1  159 

雑 収 入  153  320  167  265 

(   951 ） (   693 ） (   258 ） (   1,919 ）

支 払 利 息  576  531  45  1,139 

持分法による投資損失  108  105  3  218 

雑 損 失  266  56  210  561 

 116  1,545  1,429  946 

(   383 ） (   543 ） (   160 ） (   850 ）

固 定 資 産 処 分 益  17  0 △ 17  17 

投資有価証券売却益  366  543  177  833 

特    別    損    失 (   0 ） (   1,034 ） (△ 1,034 ） (   20 ）

生産拠点の移転集約関連損失  0  0  0  20 

関 連 事 業 損 失  0  342 △ 342  0 

投資有価証券評価損  0  692 △ 692  0 

税金等調整前中間(当期)純利益  500  1,054  554  1,777 

 1,111  917  194  2,006 

△ 740 △ 289 △ 451 △ 1,024 

 78 △ 23  101 141 

 51  449  398  654 

売　　　　　　上　　　　　　高

営    業    利    益

連   結　 損   益   計   算   書

      売      上      原      価

      販売費及び一般管理費

増     減
                期        別   

  科       目

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

営    業    費    用

営  業  外  費  用

経    常    利    益

特    別    利    益

法人税、住民税及び事業税

営  業  外  収  益
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（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１５．９．３０） （１６．３．３１） （１６．９．３０）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 48,215 49,831 50,192 361 

現 金 預 金 7,409 7,764 6,387 △ 1,377 

23,109 25,053 26,647 1,594 

有 価 証 券 9 9 9 0 

た な 卸 資 産 14,080 13,806 14,017 211 

繰 延 税 金 資 産 748 773 712 △ 61 

そ の 他 2,887 2,437 2,429 △ 8 

貸 倒 引 当 金 △ 29 △ 14 △ 11 3 

固       定       資       産 64,211 63,543 61,261 △ 2,282 

   有  形  固  定  資  産 44,114 42,568 41,221 △ 1,347 

建 物 及 び 構 築 物 15,452 15,148 14,911 △ 237 

機械装置及び運搬具 20,743 19,763 18,755 △ 1,008 

土 地 6,539 6,539 6,591 52 

建 設 仮 勘 定 705 493 335 △ 158 

そ の 他 673 624 627 3 

   無  形  固  定  資  産 247 219 291 72 

   投 資 そ の 他 の 資 産 19,848 20,756 19,748 △ 1,008 

投 資 有 価 証 券 12,659 13,304 12,336 △ 968 

長 期 貸 付 金 412 785 803 18 

繰 延 税 金 資 産 850 849 783 △ 66 

そ の 他 6,299 6,198 6,188 △ 10 

貸 倒 引 当 金 △ 373 △ 381 △ 364 17 

資 産 合 計 112,426 113,375 111,453 △ 1,922 

     期    別　　

受取手形及び売掛金

     科    目

連　 結 　貸   借   対   照   表
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１５．９．３０） （１６．３．３１） （１６．９．３０）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 76,311 68,272 63,521 △ 4,751 

18,349 19,904 20,648 744 
短 期 借 入 金 52,656 42,818 37,698 △ 5,120 
未 払 法 人 税 等 920 1,490 862 △ 628 
未 払 消 費 税 等 310 434 204 △ 230 
そ の 他 4,073 3,624 4,106 482 

固       定       負       債 15,763 23,695 26,074 2,379 

長 期 借 入 金 10,558 17,667 19,915 2,248 
繰 延 税 金 負 債 1,206 1,325 868 △ 457 
退 職 給 付 引 当 金 3,783 4,452 4,994 542 
役員退職慰労金引当金 201 240 277 37 

 そ の 他 14 9 18 9 

負 債 合 計 92,075 91,967 89,596 △ 2,371 

( 少 数 株 主 持 分 )

1,900 1,923 1,950 27 

（ 資　本　の　部 ）

7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 

10,304 10,907 11,141 234 

1,103 1,659 1,558 △ 101 

△ 1,048 △ 1,173 △ 884 289 

△ 1 △ 2 △ 2 0 

資 本 合 計 18,450 19,483 19,906 423 

負債、少数株主持分
及び資本合計

△

少 数 株 主 持 分

利 益 剰 余 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

自 己 株 式

連　 結 　貸   借   対   照   表

資 本 剰 余 金

1,922 112,426 113,375 111,453 

その他有価証券評価差額金

期    別　　

    科    目

支払手形及び買掛金
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

（ 15.4～15.9 ） （ 16.4～16.9 ） （ 15.4～16.3 ）

893 893 893 

893 893 893 

10,469 10,907 10,469 

( 51 ) ( 449 ) ( 654 )

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 51 449 654 

( 215 ) ( 215 ) ( 215 )

配 当 金 215 215 215 

10,304 11,141 10,907 

期　　　別　　　

　　　科　　　目

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

利益剰余金中間期末（期末）残高

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高
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連結キャッシュ・フロー計算書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

  科       目 ( 15．4～15．9 ) ( 16．4～16．9 ) ( 15．4～16．3 )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益  500  1,054  554  1,777
減価償却費  2,181  2,148 △ 33  4,348
貸倒引当金の増減額 △ 26 △ 20  6  △ 33
受取利息及び受取配当金 △ 85 △ 84  1 △ 159
支払利息  576  531 △ 45  1,139
為替差損益 △ 9 △ 63 △ 54  7
持分法による投資損益  108  105 △ 3  218
投資有価証券売却益及び評価損 △ 366  148  514 △ 855
固定資産処分損益 △ 14  9  23 △ 2
関連事業損失  0  342  342  0
生産拠点の移転集約関連損失  0  0  0  14
売上債権の増減額 △ 1,092 △ 957  135 △ 3,086
たな卸資産の増減額  313 △ 169 △ 482  530
仕入債務の増減額  877  679 △ 198  2,534
その他  362  625  263  1,112
      小　　　　　　計  3,325  4,350  1,025  7,545
利息及び配当金の受取額  84  86  2  154
利息の支払額 △ 585 △ 488  97 △ 1,120
法人税等の支払額 △ 869 △ 1,567 △ 698 △ 1,288

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,955  2,381  426  5,291
    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額 △ 21  158  179 △ 17
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 32 △ 1,195 △ 1,163 △ 627
有価証券及び投資有価証券の売却（又は償還）による収入  55  1,425  1,370  1,983
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出  0 △ 23 △ 23  0
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,205 △ 734  471 △ 2,370
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入  118  8 △ 110  141
貸付けによる支出 △ 46 △ 175 △ 129 △ 508
貸付金の回収による収入  81  97  16  163

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,050 △ 440  610 △ 1,236
    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  790 △ 4,415 △ 5,205 △ 7,230
長期借入れによる収入  450  4,000  3,550  8,450
長期借入金の返済による支出 △ 2,912 △ 2,580  332 △ 5,620
長期未払金の返済による支出 △ 40  0  40 △ 43
配当金の支払額 △ 212 △ 211  1 △ 213
少数株主への配当金の支払額 △ 85 △ 39  46 △ 99
自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0 △ 0 △ 1

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,011 △ 3,248 △ 1,237 △ 4,757
    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 32  86  118 △ 77
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,140 △ 1,220 △ 80 △ 780
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  8,182  7,402 △ 780  8,182

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  7,042  6,182 △ 860  7,402

増     減
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 】

1． 連結の範囲

連   結   子   会   社    15社、 MSM CANADA INC.

MSM US INC.

プレシジョンスプリング（株）

MSM CEBU,INC.

MSM MANILA,INC.

寧波菱鋼精密部件有限公司

MSM ( THAILAND ) CO.,LTD. 　

三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)

三菱長崎機工(株)　　　　

(新規） ヒューマン電機（株）

ほか　５社

2． 持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社     3社、 北海製鉄（株）   

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS

         HOLDINGS UK LIMITED

CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

3． 連結子会社の中間決算日等

　連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日（９月30日）と異なる会社は次のとおりである。

寧波菱鋼精密部件有限公司 中間決算日　－　６月30日

整を行っている。

4． 会計処理基準

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

… 主として総平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

… 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

…

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

中間連結財務諸表作成にあたっては、連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を

使用している。なお、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

た な 卸 資 産

有 価 証 券
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

… 主として定額法

… 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

…

…

(4) 重要なリース取引の処理方法

(5) 消費税等の会計処理方法

5． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時

理している。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、

それぞれ発生の翌期から費用処理している。

会計基準変更時差異( 6,956百万円)については、15年によ

る均等額を費用処理している。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金

中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金
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【 連結損益計算書注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前         期
(15.4～15.9) (16.4～16.9) (15.4～16.3)

固 定 資 産 処 分 益 借地権の売却益 17 借地権の売却益 17

【 連結貸借対照表注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(15.9.30) (16.9.30) (16.3.31)

減 価 償 却 累 計 額

受 取 手 形 割 引 高

保 証 債 務 等

【 連結キャッシュ・フロー計算書注記 】

１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

　　の関係
（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(15.9.30) (16.9.30) (16.3.31)

現 金 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

現金及び現金同等物

43,938     47,919     45,785     

536     588     404     

1,130     768     971     

7,042     6,182     7,402     

7,409     6,387     7,764     

△  367     △  205     △  362     
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報

1．事業の種類別セグメント情報

前中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

当中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

前期（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

( 単位 ： 百万円 ）

計

89,564 
営 業 利 益 888 437 933 203 △22 2,439 1 2,441 

7,610 6,739 94,777 (5,213)営 業 費 用 33,671 14,606 32,150 

0 

34,559 15,043 33,083 7,813 6,716 97,217 (5,211) 92,005 

1 2,787 5,211 (5,211)内 部 売 上 高 6 175 2,241 

92,005 － 92,005 
セ グ メ ン ト 間 の

14,868 30,842 7,812 3,928 

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 34,553 

その他の
事 業

計
消去又は
全 社

連 結ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

46,179 
営 業 利 益 326 557 828 97 17 1,827 6 1,834 

3,822 3,479 49,167 (2,987)営 業 費 用 16,647 7,467 17,749 

0 

16,974 8,025 18,577 3,920 3,497 50,995 (2,981) 48,013 

2 1,400 2,981 (2,981)内 部 売 上 高 7 58 1,513 

48,013 － 48,013 
セ グ メ ン ト 間 の

7,967 17,063 3,917 2,097 

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 16,967 

その他の
事 業

計
消去又は
全 社

連 結ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

0 

44,622 

43,792 

829 

(2,606)

(2,606)

(2,607)

1 

2,606 

47,228 

46,400 

828 

1,401 

3,404 

3,412 

△8 

0 

3,465 

3,388 

76 

1,120 

16,242 

15,831 

410 

81 

7,439 

7,376 

62 

内 部 売 上 高

営 業 費 用

営 業 利 益

2 

16,677 

16,390 

287 

連 結

売 上 高

外部顧客に対する

売 上 高 15,121 3,464 2,002 44,622 44,622 －

計
消去又は
全 社

セ グ メ ン ト 間 の

ばね事業
素 形 材
事 業

特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

その他の
事 業

16,675 7,358 
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(注)1． 事業区分の方法

2． 前記の事業区分に属する主要な製品

事業区分

板ばね、巻ばね､ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、

精密ばね、超合金ばね、各種ヒンジ類、精密ばねﾓｼﾞｭｰﾙ製品、

ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、防振装置、各種自動車部品･用品、

ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

一般鋳造品 、精密鋳造品、各種金型及び同素材、

精密機械加工品、一般鍛造品、冷間 ・温間精密鍛造品、特殊合

金素材及び同加工品、永久磁石 （鋳造 ・圧延） 、磁石応用部品、

特殊合金粉末、同微粉末

棒鋼 （構造用合金鋼 ・機械構造用炭素鋼 ・ばね鋼 ・工具鋼 ・非調質

鋼 ・快削鋼ほか） 、鋼材加工品

鍛圧機械、一般産業機械及びﾌﾟﾗﾝﾄ、鉄構品、磁選機

搬送装置、計装機器

海上運送、貨物自動車運送、倉庫   ほか

前中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

当中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

前期（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

２． 所在地別セグメント情報

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の

事業部門及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

その他の事業

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

特殊鋼鋼材事業

機器装置事業

主　　要　　製　　品　　名
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前中間期（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

当中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。

前　期（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

（注） １． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２． 各区分に属する主な国又は地域

… アメリカ、カナダ

… フィリピン、タイ、韓国　ほか

… 欧州、オセアニア　ほか

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

1.3

－

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

ア ジ ア そ の 他 計

564 5,001 43 5,609

北 米

44,622

12.60.111.2

－ －

北 米 ア ジ ア そ の 他 計

北 米

ア ジ ア

そ の 他

8,845

連 結 売 上 高 (百万円) － －

1,395

0.5 11.6
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 (％ )

1.5 9.6

427 10,668

－ 92,005

３． 海外売上高

Ⅲ

Ⅰ 海 外 売 上 高 (百万円)

Ⅱ

(百万円)

(百万円)

連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 (％ )
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リ　　ー　　ス　　取　　引

有  　   価 　    証   　  券

１．その他有価証券で時価のあるもの
（ 単位 ： 百万円 ）

２．時価のない主な有価証券
（ 単位 ： 百万円 ）

その他有価証券

非上場株式
（店頭売買株式を除く）

合            計

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引

該 当 事 項 な し 。

1,080 1,077 1,077 

1,080 1,077 1,077 

7,818 2,805 

区 分
前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

5,232 

9 9 0 

合 計 7,102 1,870 4,634 7,271 2,636 5,012 

5,002 7,808 2,805 

債 券 9 9 0 9 9 0 

取得原価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差   額

株 式 5,222 7,092 1,870 4,624 7,261 2,636 

種 類
(平成15年9月30日) (平成16年9月30日) (平成16年3月31日)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額

Ｅ Ｄ Ｉ Ｎ Ｅ Ｔ に よ り 開 示 を 行 う た め 、 記 載 を 省 略 し て い る 。

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
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